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新潟市下水道部下水道計画課
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Ⅰ 下水道事業の概要と整備状況 （Ｐ３～）

Ⅱ 下水道事業の今後の整備方針 （Ｐ１８～）
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新潟市下水道キャラクター

水玉ぼうし

名前には、下水道の大切な役割である

「川や海の汚れをぼうしする」

「大雨による被害をぼうしする」

という意味が込められています。

・・・

・・・



新潟市下水道中期ビジョン【改訂版】①

施策１ 雨に強い都市づくり
浸水対策率：70.6％（H25末）⇒ 79.2％（H30末）

施策２ 下水道施設の機能確保と計画的な改築・更新
ストックマネジメントの策定（H30末）

施策３ 地震・津波対策の推進

基本方針１

安心・安全な暮らしを

◇本市が目指す都市像の実現に向け、下水道が担う役割を確実に果たしていくため、
現在の社会環境に応じた「新潟市下水道中期ビジョン［改定版］（H26～H30）」
を策定しました。

３つの基本方針と９つの施策
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施策４ 総合的な汚水処理の推進による未普及地域の解消
汚水処理人口普及率：85.1％（H25末）⇒ 87.5％（H30末）

施策５ 下水道への接続の促進
下水道接続世帯数の増：＋25,000世帯（H25末⇒H30末）

施策６ 合流式下水道の改善
合流式下水道改善率：58％（H25末）⇒ 87％（H30末）

施策７ 温室効果ガスの削減と下水道資源の有効利用
温室効果ガス排出削減率：36％（H25末）⇒ 40％（H30末）

施策８ 経営の効率化と経営基盤の強化
使用料回収率：96.0％（H25末）⇒ 100％超（H30末）

施策９ 下水道の「見える化」の推進
市民の暮らしに根差した効果的な広報活動の推進など

施策３ 地震・津波対策の推進
管渠対策化延長：1.8km（H25末）⇒ 5.9km（H30末）守る下水道

基本方針２

美しい田園環境都市を
守り育てる下水道

基本方針３

市民と協働の力が育む
下水道



新潟市下水道中期ビジョン【改訂版】②
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総合的な汚水処理の推進による未普及地域の解消

◇下水道や合併処理浄化槽など総合的な
汚水処理施設の整備推進により，側溝
や排水路への生活排水の流入や，悪臭
や害虫の発生を防止することで，
衛生的で快適な市民生活を目指します。

◇河川など公共用水域での汚れの負担が
軽減され，水質保全が図られることで，
豊かな水辺環境，にぎわいの空間を

目的
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創出します。

◇私たちが風呂や台所など家庭で使って汚した水（汚水）をそのまま排水し自然に
戻すことは，生活環境を悪化させるとともに，自然環境に大きな負担をかけます。

◇「きれいで快適な暮らし」は，市民に享受されるべきであり，本市の「美しい
自然・田園環境」を次世代に繋げていくためにも未普及地域の解消を進める必要
があります。

背景や必要性



下水道のしくみ

◇汚水（生活排水や事業排水）と雨水をあわせて「下水」

◇下水道施設は，管きょ，ポンプ場及び処理場で構成

◇汚水は各家庭や工場に設けられた排水設備から汚水ますに流れ込み，管きょを通じ
て処理場に流入し，処理された後，河川等の公共用水域へ放流

◇雨水は各家庭の雨どいや道路側溝から管きょに流れ込み，必要に応じて貯留された
後，河川等の公共用水域へ放流

下水道の
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下水道

収集システム

※分流式下水道のイメージ



汚水処理施設整備の基本的な考え方
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◇汚水処理施設には，下水道のほかに，農業集落排水施設，合併処理浄化槽等が
あり，適切な役割分担に基づいて整備を推進。



市街地は

「下水道」「下水道」で整備

島見処理区

北部処理区

東部処理区

船見処理区

中部処理区

曽野木 両川
西山

西野 大淵

江口

■汚水処理施設整備状況
・公共下水道事業（８処理区）
・農業集落排水施設（５地区）
※その他３地区は公共下水道へ編入済み
・公設浄化槽整備事業（１２５自治会）

中央区
東 区

北 区

西 区

江南区

新潟市における汚水処理施設整備の実施状況
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農村部の集落は

「農業集落排水施設「農業集落排水施設」」

で整備

人家がまばらな周辺部は

「合併処理浄化槽「合併処理浄化槽」」

（公設浄化槽制度）で整備

新津処理区

白根処理区

西部処理区

西島

横戸

秋葉区

南 区

西蒲区



処理人口 普及率

公共下水道 ６６４ ８１９人 ８２ ８％

（行政人口：８０３，３３６人）

汚水処理施設の整備状況

◇汚水処理人口普及率とは，行政区域内の総人口に対して，汚水処理施設
（下水道，農業集落排水施設，合併処理浄化槽など）により汚水を処理
できる人口の割合

平成２５年度末の汚水処理人口普及率
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公共下水道 ６６４，８１９人 ８２．８％

農業集落排水施設 ６，２１０人 ０．７％

合併処理浄化槽 １２，７１１人 １．６％

合計
（汚水処理人口普及率）

６８３，７４０人 ８５．１％



下水道の全体計画

下水道の整備計画

中部下水処理場

島見浄化センター

新井郷川浄化センター新潟浄化センター

船見下水処理場

○下水処理場

単独公共 4箇所

（船見，中部，白根，島見）

流域関連公共 4箇所

（北部，東部，新津，西部）

○ポンプ場 49箇所

（合流15，汚水19，雨水15）

○管きょ 約 3,400km

（平成24年度末時点）

白根中央浄化センター

新津浄化センター
西川浄化センター

中部下水処理場
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下水道の整備状況①

西区
82.6%

中央区
98.2%
（95.2%）

東区
98.9%
（91.7%） 北区

71.1%
（85.9%）

新潟市全域 ８２．８％ （８８．７％）
【H26.3.31現在】

◇下水道処理人口普及率とは，行政区域内の総人口に対して，下水道により
汚水を処理できる人口の割合

平成２５年度末の下水道処理人口普及率

11

西蒲区
31.3%
（41.2%）

82.6%
（86.7%） 江南区

88.2%
（90.1%）

秋葉区
94.8%
（85.0%）

南区
34.4%
（52.8%）

（ ）内は接続率



下水道処理人口普及率の推移

下水道の整備状況②

82.8% （H25末新潟市）

（ 末全国）

巻
町
合
併

76.3% （H24末全国）
黒
埼
町
合
併

12
市
町
村
合
併

船見処理区供用開始

中部・東部処理区
供用開始
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◇公共下水道，合併処理浄化槽のコスト比較（建設費及び維持管理費）により，
最もコストのかからない，地域に最も適した整備手法を選定
◇合併処理浄化槽による整備が適している地域で、市が浄化槽を設置し，維持管理
を行う「新潟市公設浄化槽制度」を平成２３年度から実施

◇設置費の一部として分担金の支払いが必要（参考例：５人槽で分担金120,000円）
◇市で行う，浄化槽の保守点検，清掃，修繕などの費用として使用料が必要

（参考例：５人槽で使用料（月額税込）3,607円）

公設浄化槽制度の概要

新潟市公設浄化槽制度による合併処理浄化槽の整備

市で設置する設備と個人で設置していただく設備のイメージ図
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市で設置する設備と個人で設置していただく設備のイメージ図



公設浄化槽制度における整備状況

（単位：基）

年度 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 区別計

北区 － 2（0） － 2（0）
江南区 － － － －

◇本市の公設浄化槽制度は，平成２３年度からスタートし，平成２５年度末までに
対象１４９自治会のうち１２５自治会を区域指定し，８３基の合併処理浄化槽を
整備
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江南区

秋葉区 － 1（0） 1（0） 2（0）
南区 － 10（0） 14（0） 24（0）
西区 － － 1（0） 1（0）

西蒲区 13（0） 16（3） 25（0） 54（3）

年度別計 13（0） 29（3） 41（0） 83（3）
※（ ）書きは，整備基数の内，個人が設置した浄化槽を市が引き取った数を表す



河川名等 指標 Ｈ元 Ｈ１０ Ｈ２０ Ｈ２４

鳥屋野潟
（弁天橋）

下水道普及率（％） 16.6 70.4 91.1 92.3

水質（COD mg/L 75%値）
環境基準：5mg/L以下 6.5 5.4 4.6 4.2

通船川
（山ノ下橋）

下水道普及率（％） ― 65.0 97.5 99.1

水質（BOD mg/L 75%値）

下水道整備の効果①（公共用水域の水質改善状況）

下水道普及率と水質の推移

COD（化学的酸素要求量）
水中の有機物を酸化剤で分解する際に消費される酸化剤の量を酸素量に換算したもの
海水や湖沼水質の有機物による汚濁状況を測る代表的な指標

BOD（生物化学的酸素要求量）
水中の微生物が有機物を分解する際に消費する酸素量
河川の汚濁状況を測る代表的な指標

（山ノ下橋） 水質（BOD mg/L 75%値）
環境基準：8mg/L以下 11.0 6.6 3.8 4.4

西川
（波切橋）

下水道普及率（％） ― ― 34.9 50.5

水質（BOD mg/L 75%値）
環境基準：2mg/L以下 3.6 4.1 2.7 1.9
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下水道整備の効果②（鳥屋野潟流域の事例）

◇鳥屋野潟では，下水道の普及に加え，潟を浄化するため，信濃川と阿賀野川から
用水を送ったり，湖底のヘドロを除去したりするなどの取り組みにより水質環境
や湖底環境の改善が図られ，水生動植物の生息が復活，拡大するなどの効果が確
実に表れています。

鳥屋野潟流域の下水道処理人口普及率と鳥屋野潟水質の推移
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◇鳥屋野潟や栗ノ木川，通船川などでは，地域が主体となって，川の再生に向けた
活動や環境啓発及び親水イベントの開催など，様々な取り組みが行われており，
公共用水域が大切な地域資源として多くの市民から親しまれています。

公共用水域を地域資源として活用した取り組み事例

下水道整備の効果③（鳥屋野潟流域の事例）
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下水道事業をとりまく最近の情勢と課題

◇東日本大震災などの地震や津波，頻発する集中豪雨などの自然災害，下水道施設
の老朽化の進行への対応など，「安心・安全な暮らし」を守る浸水対策などは，
市民の生命や財産に直結するため，緊急度が高く最優先されます。

◇「きれいで快適な暮らし」に向けた未普及地域解消事業も市民生活にとって重要
な施策であり，厳しい財政状況下において，選択と集中による展開が必要です。
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今後の汚水処理施設整備の方針

施策の方針イメージ
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今後の取り組みと目標達成までのあゆみ

◇選択と集中による投資効果の高い下水道の整備
・市街地など人口密度の高い区域を優先的に整備
・「３年６割の接続意思」の確認を徹底し，接続意思の高い区域から優先的に整備

◇農業集落排水施設の下水道への早期編入
・施設の統廃合や下水道への編入を検討し，効率のよい施設管理を実現

◇公設浄化槽整備の促進
・公設浄化槽の役割，必要性を積極的にＰＲ
・公設浄化槽制度について，地元との合意形成を図り，指定区域を拡大

項目 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

下水道整備
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選択と集中による投資効果
の高い下水道の整備

下水道整備

下水道処理
人口普及率
８２．８％ ８５．２％

農業集落排水施設の下水道
への早期編入
（農業集落排水施設：８地区）

横戸地区
編入検討

３／８地区
編入完了

曽野木地区
編入検討

横戸地区
編入完了

曽野木地区
編入完了 ５／８地区

編入完了

公設浄化槽整備の促進

合併浄化槽
整備

累計整備基数
８３基 ３００基

汚水処理人口普及率 ８５．１％ ８７．５％



接続世帯数の

推移と目標

下水道への接続の促進

◇より効果的，積極的な訪問勧奨など接続勧奨を強化するとともに，未接続理由の
詳細な分析や効果的な接続促進制度の検討など，下水道への接続を促進します。
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88.7％



美しく豊かな自然を
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次世代へつなげよう次世代へつなげよう
END


